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我が国では費用便益分析に依存した道路事業評価体系が構築されていることから，道路が有する多面的

な機能を十分に事業評価に反映できていない．このような状況を改善するためにも，権利と効率のストッ

ク効果の概念に基づく社会的意思決定方法の政策実務への導入が求められる．導入にあたっては，現行制

度の中長期的な変更を念頭に，社会的意思決定方法の詳細な枠組みの構築と，汎用性の高い権利・効率の

各分野の効果計測手法の構築が必要である．本研究では，このうち，効率のストック効果計測手法に着眼

する．具体的には，道路事業を対象に，諸外国で導入されている非市場財や外部効果に分類される便益項

目の我が国での計測可能性を検討し，便益候補指標とその計測方法，計測時の留意点（前提・精度・解釈

等）を整理する． 
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1. はじめに 

わが国では四半世紀前に公共投資に関する費用便益分

析がマニュアル化され，需要予測の制度とともに厳密に

適用されている．この考え方の理論的根拠は，社会基盤

は一種の公共財であり，その供給原則はSamuelson条件

に従うと社会的な効率性が満たされるというものであり，

これを実際に応用する場合は費用便益比（B/C）が1.0以

上ということとなる．一方で社会資本整備は，宇沢弘文

のいう社会的共通資本としての機能もあり，この場合は，

全国民が満たすべき基本的権利を確保するという意味に

おいて（無償で）整備されるべきであるとするものであ

る．この国民の基本的権利に関してある社会的合意が成

立していると，国民が享受すべき何らかの最低限の社会

資本整備水準が決まり，その部分は費用便益分析の結果

にとらわれず，整備すべきということとなる．そして，

それ以外に関しては，国民経済への波及効果を十分に考

え，費用便益分析等で効率的に判断していくべきという

考え方ができる（小池1)）． 

しかし，道路整備においてこの2つの機能（Samuelson

流の公共財と宇沢流の社会的共通資本）を明確に分ける

ことは難しく，現実の我が国の意思決定では，“よりよ

い”投資計画が，“より効率的”と解釈され，効率の観

点のみの偏重した事業評価が行われているのが現状であ

る．このような状況は，先進各国の中では特異であり，

人口減少や頻発する自然災害の中で限界を露呈し始めて

いる． 

このような現状を改善するためには，政策実務の現場

で権利と効率のストック効果の両側面をどの様に計測し，

社会的にどの様な意思決定をすべきかを検討する必要が

ある．本稿では，この検討のうち，権利と効率のストッ

ク効果の計測方針を図-1のように定義し，現行の費用便

益分析の拡張となる効率のストック効果に着眼し権利の

ストック効果との役割の相違を前提として，当面の暫定

的な事業評価の改善手法を検討する． 

効率のストック効果には，図-1で示すように「予測」

と「予定」の2つの概念がある．効率のストック効果の

「予測」とは従来の実務的な費用便益分析の便益計測そ

のものであり，どの都市でも理論上発現する効果の計測
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図-1 権利と効率のストック効果の概念と効果計測の考え方 

 

であり，「予定」とはインフラの使い方次第で発現が期

待される便益計測であり，地域経済活性化戦略等のいわ

ゆるEconomic Narrativeとセットで発現する効果の計測で

ある．本稿では，この予測と予定の2つの概念について，

現行の費用便益分析に対して，どのような拡張が可能で

あるかを検討する．  

 

 

2. 道路事業の便益計測手法 
効率のストック効果の予測と予定の計測手法を検討す

るにあたり，その基本となる道路事業の便益計測手法を

整理する．道路整備の便益計測アプローチは，上田2)等

が示すように，発生ベースと帰着ベースの2つのアプロ

ーチに分類できる．我が国を含めて諸外国の費用便益分

析の指針・ガイドライン等で標準化されているアプロー

チは発生ベースの便益計測である．一方，帰着ベースの

便益計測は，標準化された発生ベースの便益計測に対し

て，発展的なアプローチとして位置づけられることが一

般的である．3章にて後述するが，本稿では発生ベース

の便益計測は効率のストック効果の予測の手法として位

置づけ，帰着ベースの便益計測は予定の手法として位置

づけることを念頭に，既往研究・指針等をレビューする． 

 

(1) 発生ベースの便益計測 

発生ベースの便益計測の基本は，消費者余剰法の便益

計測である．金本 3)が示す経済理論と整合的な「準線形

効用関数と変動 ODによる消費者余剰法」に対して，我

が国の実務では，道路整備前後での OD変化を固定化し，

経路間の完全代替をおくことで，消費者余剰の変化を総

交通費用の変化で代替するアプローチ（総交通費用法）

を採用している．我が国の道路事業の費用便益分析は，

「道路投資の評価に関する指針（案） 平成12年1月 4)」

において基本的な考え方が示され，その後，総交通費用 

 

図-2 非市場財の価値分類 

 

 

図-3 非市場財の便益計測手法 

 

アプローチに基づく便益計測手法として「費用便益分析

マニュアル 5)」が示された．一方，価格設定が困難な非

市場財の便益計測については，消費者余剰法（総交通費

用法）では対応ができない．林山 6)は，このような非市

場財の価値分類（図-2）と計測方法（図-3）を示してい

る．非市場財の便益計測については，実務的には「道路

投資の評価に関する指針（案） 平成12年1月」の第2編

において拡張費用便益分析として示されている（表-1）．

ここでは，上述した総交通費用法では計上されない非市

場財の便益指標案が示されており，一部の便益指標につ

いては原単位例が示されている．なお，原単位例につい

ては限定的な調査サンプルによる簡易調査結果であるた

め，原単位例をそのまま実務に活用することは難しい． 
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表-1 拡張費用便益分析の便益項目 

 
 

 
図-4 河川環境整備における便益計測手法の考え方 9) 

 

その後，国土技術政策総合研究所の技術資料として，

「外部経済評価の解説（案）第1編、第2編（平成16年

6月）7)」が示され，ここでは上述の非市場財の便益計測

手法の取り扱いについて具体的な解説がなされている．

このうち CVM については，国土交通省より「仮想的市

場評価法（CVM）適用の指針（平成 21年 7月）8)」が示

された．この指針が提示されて以降，国土交通省では河

川に係る環境整備の経済評価の手引き 9)や海岸事業の費

用便益分析指針 10)等で非市場財の便益計測を手引きとし

て示す動きがみられた．これらの手引きでは，インフラ

の利用価値については「旅行費用法（TCM）」，非利

用価値について「CVM」という位置づけとなっている

（図-4参照）． 

 

表-2 道路・交通事業における諸外国の便益項目11) 

 

 

一方，道路整備については，総交通費用法による市場

財の計測が基本であり，非市場財の計測については，前

述した指針 4)に提示されたのみであり，費用便益分析マ

ニュアルへの反映はなされていない．なお，諸外国では，

道路・交通分野においても表-2に示すように非市場財に

よる便益計測が費用便益分析の一部として位置づけられ

ている．代表的な指標は温室効果ガスや騒音，大気汚染

等のいわゆる環境質の改善便益であり，そのほかにも走

行快適性や健康の増進，景観向上便益などの非市場財に

ついても手法が標準化（標準単価が明示）されている． 

  

 

(2) 帰着ベースの便益計測 

帰着ベースの便益計測では，社会経済構造メカニズム

をモデル化し，道路事業が，社会経済を介して，地域や

主体にどの程度，効果として帰着するかを計測する．発

生ベースの便益との関係性について，Kanemoto and 

Mera12)は，完全競争市場を前提とした場合，消費者余剰

法による発生ベースの便益と一般均衡理論による帰着ベ

ースの便益は理論的に同値であることを証明している．  

表-3に，完全競争市場を前提とした帰着ベースの便益

計測手法として 3つの代表的なモデル体系を示す．これ

らのモデルの特徴は，社会経済メカニズムをモデル化し

ていることから，便益以外にも経済統計の変化（例えば，

総生産（GDP）変化や産業別の付加価値額変化，所得水

準変化等）を計測できる点が特徴である．道路整備に加

えて，他の政策を同時に行った場合の効果の計測等，政

策シナリオを多様に与えることができる点も政策実務に

おいては有益な特徴である．なお，表-3で示すモデルの

うち消費者余剰法と理論的に厳密な整合性を担保してい

るのは空間的応用一般均衡（Spatial Computable General 

Equilibrium: SCGE）モデルのみであり，応用都市経済モ

デル（Computable Urban Equilibrium: CUE）およびマクロ計

量経済モデルで計測する帰着便益は，消費者余剰で計測

する便益と厳密には理論的整合性は担保されないことか 

国名

評価指標
日本 イギリス ドイツ フランス オランダ ノルウェー ｽｳｪｰﾃﾞﾝ ｵｰｽﾄﾗﾘｱ

ﾆｭｰｼﾞｰ

ﾗﾝﾄﾞ

アメリカ

ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ
州

カナダ

ﾌﾞﾘﾃｨｯｼｭｺ
ﾛﾝﾋﾞｱ州

韓国

走行時間短縮 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

走行経費減少 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

交通事故減少 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

温室効果ガス削減 ● ● ● ● ● ● ●

騒音低減 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

走行時間信頼性向上 ▲ ● ● ● ● ● ● ●

広範な経済効果 ▲ ● ●

地域分断の軽減 ● ● ●

水質汚染の改善 ●

大気汚染の減少 ● ● ● ● ● ● ● ●

走行快適性の向上 ● ●

健康の増進 ●

間接税収の増加
(供給者便益) ● ● ●

誘発交通 ●

景観 ● ●

選択肢の価値 ▲

環境影響の効果 ●

政府の予算効果 ●

自然、文化遺産 ●

事業化における
B/Cの違い

B/C＞1
*1

B/C＞1の
規定なし

*2
B/C＞1

B/C＞1の
規定なし

*2
B/C＞1

B/C＞1の
規定なし

*2
B/C＞1

B/C＞1の
規定なし

*2
B/C＞1 B/C＞1 未確認 B/C＞1

注 ▲（イギリス）：追加で算出可能な便益項目 *1：東日本大震災を踏まえ防災機能の評価を実施
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図-5 発生・帰着ベースの便益計測の全体像 

 

表-3 帰着ベースの便益計測を行う経済モデル 

 
 

表-4 英国運輸省によるTransport Analysis Guidance（TAG）で示

されているWider Economic Impacts（WEI）の一覧 14) 

 
 

ら便益額に着眼した分析を行う際には留意が必要である． 

一方で，完全競争市場を前提としない不完全競争市場

下では，金銭的外部効果（いわゆる間接効果）が生じる． 

実務的には，欧州委員会（European Commission）による

RHOMOLOモデル 13)のような独占的競争を前提とした空

間的応用一般均衡モデルの開発等が進められている．ま

た，英国運輸省では，費用便益分析の手引きである交通

解析ガイダンス（Transport Analysis Guidance：TAG）にお

いて，表-4に示すように，完全競争市場下では計測され

ていない効果をWider Economic Impacts（WEI）14)として列

挙し，そのうち，実証的に計測可能な指標について，簡

便な誘導系による便益計測式を提供している．ただし，

WEIの計測式は空間代替性等の効果は包含されていない

ことから過大推計要素があるため，あくまで，整備地域

における Economic Narrativeとセットで計測される便益で

あり総便益として計上する際には取り扱いに留意する必

要がある． 

 

(3) 便益計測の全体像 

以上で示した発生・帰着ベースの便益計測手法をふま

えると便益の全体像は図-5のように整理できる．現行の

費用便益分析では，所要時間短縮，走行経費減少，交通

事故減少の 3便益を固定需要のもとで計測しており需要

の誘発分は考慮されていない．一方で，帰着ベースで便

益計測する空間的応用一般均衡モデル（SCGE モデル）

は，一般均衡体系をモデル化していることから誘発需要

を含めた便益計測を行える．ただし，金本 15)が指摘する

ように，総便益のみを計測するのであれば，データバイ

アス等を考えると発生ベースで計測したほうが望ましい． 

発生ベースの便益計測範囲を拡張する観点からは，現

行の 3便益以外の追加便益の候補として，道路利用者が

直接的に恩恵を享受する内部効果である走行快適性や時

間信頼性向上便益が該当する．また，技術的外部効果と

呼ばれる道路利用者以外に対して影響を及ぼす観点から

は，環境質の向上便益等が対象となる． 

帰着ベースの便益計測の観点からは，現行の 3便益に

対して，英国が WEI として示している金銭的外部効果

が追加便益の対象となるが，前述したように Economic 

項目 空間的応用一般均衡モデル（SCGE)  応用都市経済モデル（CUE） マクロ計量経済モデル 
基礎理論 ワルラス型一般均衡理論 立地均衡理論（多市場均衡ケインズ理論 
対象地域とゾーニング 市町村単位 メッシュ単位 国単位，県単位 
産業分類 全産業・細分類 産業分類なし 全産業・3 分類程度 
社会システムの表
現（理論の定式）
方法 

連立方程式体系による 
社会システムの表現 

連立方程式体系に
よる社会システム
の表現 

回帰式体系による 
社会システムの表現 

効果計測特性 一時点の需給均衡下で
の計測 

一時点の需給均衡
下での計測 

過去から現在の社会
構造を固定化した計
測 

空間の相互作用の考慮 有り 有り 無し（一部有り） 

アウトプット指標 

帰着便益、産業別生産
変化、消費変化、所得
変化、交易（地域別・
産業別）変化 

帰着便益、生産変
化、所得変化、土
地利用変化、人口
（小地域別）変化 

帰 着 便 益 、 生 産 変
化、消費変化、投資
変化、雇用・税収変
化、フロー効果（地
域別） 

分析事例（公表） 

首都高速の経済効果 
（首都高速道路株式会社） 
東名高速の経済効果 
（中日本高速道路株式会社） 

圏央道とつくばエ
クスプレスの経済
効果（週刊エコノミ
スト 2008 年 6 月 3 日
特大号） 

首都高速の経済効果 
（首都高速道路株式会
社） 
 

資料：上田孝行編著：EXCEL で学ぶ地域・都市経済分析（2009），佐々木公明・国久庄太郎：日本における地域間計
量モデル分析の系譜（2007），佐藤徹治：交通プロジェクト評価の現状と課題を踏まえた帰着便益計測手法に関する研
究（2005）をもとに作成 

市場 市場の失敗・
歪み

説明 市場の価格・歪みを
証明するための潜在的な証拠

TAGでの
計測対象

財市場 不完全競争
Imperfect competition

市場が少数の企業で独占されている場合、限界生産費用を上回
る価格付けがなされることで供給・投資の制限リスクがある。

・対象とする市場での企業の少なさ
・対象とする市場での参入障壁を示すもの
・市場支配力を示す何か（例：限界生産費用を上
回る価格付けが出来るなど）

誘発投資効
果の計測

税の歪み
Tax distortion

企業は私的費用と便益に基づいて投資決定するが利益への課税
はビジネス動機をゆがめ潜在的に低水準の生産・投資となる。

・税の歪みが投資判断をゆがめている証拠 －

財の多様性による正の外
部性
Positive externalities 
from product variety

多種類の財・サービスが入手可能となることで消費者も企業も正
の外部性を享受する。

・企画されている投資が財やサービスの多様性
を上昇させる証拠

－

土地市場 土地割当
Land rationing

非効率で制限的な計画が新規開発への投資を非効率に低水準と
させる。

・地方における開発エリアと未開発エリアの地価
の明確な差

誘発投資効
果の計測

不完全競争
Imperfect competition

土地が少数の個人・組織で所有されている場合、土地価値の上

昇による供給制限のリスクがあり、新規開発への投資が低水準と
なる。

・少数の地主によって所有されている都市中心
部における未利用地の量

－

コーディネーションの失敗
Co-ordination failure

ディベロッパーはコーディネーションの失敗により地域交通改善の
ための投資を過少にし非効率に低水準な新規開発となる。

・地域の交通改善から便益をうけるディベロッ
パーがどの程度いるか

－

労働市場 摩擦的失業
Frictional unemployment

個人は労働市場参入後や離職後にすぐに仕事を見つけられるわ
けではない（仕事を探す時間が必要）。

・労働当局や年金データによって失業期間の便
益が国平均よりも高いか

－

賃金硬直性
Wage rigidities

市場価格は短期的に需給が一致しないため、労働の超過需要が
生じる。

・労働組合などの存在
・労働市場における不当な水準の最低賃金

・特定技術への集中による失業の存在

－

税の歪み
Tax distortion

課税によって個人の労働供給や企業の労働需要におけるインセ
ンティブがゆがめられ競争的な労働市場に影響が生じる

・所得税の結果として労働者が手にする賃金と
雇用者にかかる費用の相違

雇用効果の
計測

買手独占
Monopsony buyers 

労働市場が一つの雇用者で独占されていたら賃金は人為的に市
場価格より低く設定される。

・マーケットがどの程度、単一の雇用者に独占さ
れているか

－

集積の
経済

経済活動の密度による外
部性
Externality from density 
of economic activity

個人、企業が相互に近接することで生産性向上の便益をもたらす。

これらは労働市場の相互作用の改善、知識のスピルオーバー，
中間・最終財生産者間の連関によって生じ、これらが地域特化の
経済と都市化の経済を引き起こす。

・都市エリア（Functional Urban regions:FURs)
内もしくは近接に大規模な開発がある

生産性効果
の計測
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Narrative が示されることが条件となるため，発生ベース

の便益とは異なり単純に足し合わせることはできない． 

 

 

3. 効率のストック効果計測への適用方針 

(1) 予測と予定の観点から便益計測 

効率のストック効果として，予測の観点からは発生ベ

ースの便益計測領域の拡張方針を示すとともに，予定の

観点からは整備地域の多様な政策シナリオを勘案した帰

着ベースの便益計測方針を示す． 

予測の観点からの計測は，現行の社会経済構造を前提

とした場合の道路整備の価値を計測するものであり，ど

の都市でも適用可能な便益を指すものである．ただし，

非市場財の便益項目については，権利のストック効果の

概念との関係性に留意した計測が必要になる．例えば，

我が国には，医療施設までに多くの時間を要する地域や

災害時に人命損失等の不安を抱える地域等の国民が安心

して暮らすことが難しい地域が存在する．仮に，このよ

うな地域において道路整備が，その課題を解消もしくは

緩和する場合に，効率のストック効果指標を適用し，費

用便益比により事業の実施判断をするということは，最

終的に，事業費が便益に対して相対的に大きく要する地

域は当該地域での整備が日常生活の支障を緩和する場合

にあっても「切り捨て」を実施せざるを得ないというこ

とになる．そのため，非市場財の便益項目の中でも医

療・福祉、災害等に関する指標については，将来的には

便益に依存しない「権利のストック効果」の概念で，そ

の効果を計測すべきである．一方で，そのような概念が

確立し政策実務に実装されるまでは，現行の事業評価制

度下での暫定的な対応として「効率のストック効果の指

標で評価せざるをえない」ということを前提とし，図-6

に示す概念のうち，「交通サービス水準の向上を効率的

に実施するために計測する価値」のみを計測する．この

観点の計測では権利のストック効果である最低限の交通

サービス水準を確保するために必要な整備であるかどう

かは判別できないことから，この概念の価値計測のため

には，別途検討が必要な権利のストック効果の計測概念

の標準化・実装が必要である．  

次に，予定の観点からの計測は，例えば，道路整備を 

 

 

図-6 効率のストック効果指標を立案することの意味 

 

トリガーとして，産業振興政策や民間企業の投資戦略・

技術開発戦略等が変化することで社会経済構造が変化し，

予測の観点からは想定できない追加的な便益が生じる可

能性を計測するものである．そのため，予定の効果を計

測する際には，英国と同様に Economic Narrativeとセット

になった WEI の効果計測が必要になる．我が国では，

国土交通省によるストック効果最大化検討 16)を投資前か

らあらかじめ検討し実行に移すことが予定の効果を計測

する際の前提となる． 

 

(2) 発生ベースの未計測便益の計測方針（予測の観点） 

発生ベースの内部効果の未計測便益は，市場財につい

ては「時間信頼性向上便益」が代表的であり，非市場財

については「走行快適性向上便益」等が代表的な指標と

なる．また，昨今の道路空間の多様な活用（道路空間再

編やバスタ事業等）をふまえると，「健康増進便益」や 

「歩行空間の快適性や安全性向上便益」等も計測対象と

なる．時間信頼性向上便益については，福田 17)において

便益評価のための経済理論と整合的な推計手法がレビュ

ーされており，近年では，便益試算を試みた実証的な研

究 18)も蓄積されていることから，これらの知見と実務的

負荷をふまえた便益計測手法の定義が必要である．一方，

非市場財の便益計測については，とりわけ道路事業につ

いては近年の研究蓄積は多くはない．前述したように，

河川や海岸事業では，利用価値は TCM，非利用価値を

含む場合は CVM の計測を基本として指針内で示してい

るのに対して，道路事業では，そのような指針は策定さ

れていない．道路事業の場合は，河川や海岸と異なり拠

点整備ではなく，ネットワーク整備であるため，TCM

の適用は難しく，表明選好法である CVM もしくはコン

ジョイント分析の適用が基本となる．特に，効率のスト

ック効果は内部効果としての利用価値の計測が主になる

ことを考えると，SP 調査に基づくコンジョイント分析

の適用が望ましい．例えば，大野 19)は，CVM に対する

コンジョイント分析の利点を 2 点あげている．1 点目は，

コンジョイント分析はアンケートの主たる調査対象が

CVM のような「金額の選択」ではなく日常的に行われ

ている「商品の選択」や「政策の選択」であることから，

CVM で指摘される種々のバイアスが幾分緩和される．2

点目は，CVM が単一属性（施設機能を識別しない）の

評価に限定されることに対し，コンジョイント分析は多

属性代替案（施設機能を識別する）の評価を通じて属性

毎の評価値を明らかにすることができる．コンジョイン

ト分析もアンケート調査に基づくことから，市場財に比

して調査バイアスが介入することは否めないものの諸外

国に比して明らかに限定的な便益のみしか計測できてい

ない我が国では，今後，非市場財の便益計測についても

適用実績を蓄積し計測精度の向上に向けた取り組みが求
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められる．  

 

(3) 帰着ベースの便益計測方針（予定の観点） 

帰着ベースにおける WEI を我が国へ適用するために

は，WEIの中でも便益額が最も大きくなる集積の経済効

果に関して，アクセシビリティ向上に対するTFP向上の

弾力性パラメータを推定し我が国の道路整備環境を計測

式に反映する必要がある．欧州での実証分析である

Graham20)やHoll21)等を参考に統計的因果推論22)のアプロー

チに基づき実務への適用を念頭においた分析蓄積が必要

である． 

SCGEモデルについては，近年，首都高 23)，NEXCO中

日本 24)，県 25)などを中心に実務への適用実績が蓄積され

つつある．このモデルは，便益計測に主眼をおくという

よりは，モデルの特性上，事業に関係する主体が相互に

合意する Economic Narrativeを構築していくための分析ツ

ールとしての利用価値が大きい．地域が目指す産業振興

政策や民間企業の生産技術の変化等をモデルに対して外

生的に与え，道路整備効果がどの様に変化するかを分析

することで，道路整備をトリガーとして，どの様な地域

発展を目標にすることができるのかを検討する必要があ

る．  

 

 

4. まとめ 
2020 年 6 月に公開された英国の National Infrastructure 

Strategy（国家インフラ戦略）26)では，首相自らが，今後

10 年間の投資額を具体的に宣言するとともに，費用便

益比に依存した評価体系の脱却を宣言している．特に，

費用便益比からの脱却については，英国の政策評価ガイ

ドラインであるThe Green Book27)でも明記されており，前

述した WEI を含めて効率のストック効果の計測にあた

っては見習うべきところは多い．  

一方で，権利のストック効果の計測手法の開発もあわ

せて展開する必要がある．現在，氏家ほか 28)など医療の

均霑化の観点から計測アプローチの取り組みは進められ

ていることから，これからの実証的な効果計測手法の開

発を行い，今後の社会的意思決定方法の改善に向けた取

り組みを行っていく必要がある． 

 

謝辞：本研究は，国土交通省道路局が設置する新道路技

術会議の技術研究開発制度により，国土交通省国土技術

政策総合研究所の委託研究「権利と効率のストック効果

に基づく社会的意思決定方法と実用的なストック効果計

測手法の開発」で行われた成果の一部を活用している． 
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